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第１ 募集の目的

吉野川市コワーキング・シェアオフィスは、新しいことに挑戦する企業や、起業を目指す方

の支援、また人々の交流を促進し、新たなビジネスや雇用の創出による地域経済の活性化を図

ることを目的として整備した施設である。また、吉野川市ポケットパークは、中心市街地の活

性化や人々の交流の促進を目的として整備した施設である。

吉野川市（以下「市」という。）では、吉野川市コワーキング・シェアオフィス及び吉野川

市ポケットパーク（以下「本施設」という。）の管理運営において、多様化する市民ニーズに

効果的、効率的に対応するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項及び吉野川市民プラザ条例（平成３１年条例第４号。以下「市民プラザ条例」という。）第

１８条の規定に基づき、令和５年度から指定管理者制度を導入している。

本募集要項は、現指定管理者の指定期間が令和６年度末をもって満了することから、令和７

年度以降の指定管理者を公募型プロポーザル方式により選定するために定めたものである。

本施設の指定管理者の応募に当たっては、本募集要項に記載している条件等を十分確認のう

え応募すること。

第２ 施設の概要

１ 吉野川市コワーキング・シェアオフィス

(１) 所在地 吉野川市鴨島町鴨島２５２番地１

(２) 施設構造等 鉄骨造５階建

（うち吉野川市コワーキング・シェアオフィスは、１階部分の一部）

(３) 延床面積 ５，１９７．２０㎡

（うち吉野川市コワーキング・シェアオフィスは、１８５．１５㎡）

(４) 施設内容 コワーキングスペース及びシェアオフィス（４区画）

(５) 利用時間 月曜日～土曜日 午前１０時～午後８時

日曜日及び祝日 午前１０時～午後５時

(６) 休業日 水曜日及び年末年始（１２月２９日～翌年１月３日）

２ 吉野川市ポケットパーク

(１) 所在地 吉野川市鴨島町鴨島２５２番地１

(２) 施設構造等 人工芝等

(３) 延床面積 ４７３．３８㎡

(４) 利用時間 午前９時～午後９時

第３ 業務の範囲等

１ 管理の基準

指定管理者は、次の基本方針等により本施設の管理業務を適切に行うものとする。
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(１) 基本方針

指定管理者は、市民等が広く利用する公の施設であることを十分に認識し、利用者に

とっての快適な施設としての環境づくり及び施設の利用の促進を目指すとともに、日常

又は定期に必要な保守及び点検業務を行うことにより最良の状態を維持し、利用者の利

便性を高めるような施設環境の提供に努めること。

(２) 基本的事項

指定管理者は、本施設の管理上支障があると認められる場合（市民プラザ条例第８条に

規定する場合に限る。）は、本施設の利用を取り消し、利用を制限し、若しくは停止し、

本施設の利用禁止を命ずることができる。

(３) 個人情報保護・情報公開について

ア 指定管理者は、管理業務の範囲内で、個人情報の保護に関し、市長と同様の責務を有

するものとし、市長の指示に従い、個人情報の保護のために必要な措置を講じなければ

ならない。

イ 指定管理者は、吉野川市情報公開条例（平成１６年条例第１０号）第２６条の２の規

定に基づき、本施設の管理業務に関する情報の公開を行うため、情報公開に関する規定

等を設けなければならない。

(４) 管理業務の体制に関する事項

ア 指定管理者は、本施設の管理業務に従事させる職員（以下、「職員」という。）の雇用

のほか、本施設の管理業務に必要な体制を確保するとともに、労働基準法を遵守し、管

理業務を効率的に行うために常時１名以上の職員を配置しなければならない。なお、職

員のうちから管理責任者１名を置くものとする。

イ 指定管理者は、職員の名簿を市に提出しなければならない。職員の異動が生じた場

合も、同様とする。

ウ 指定管理者は、職員に対して管理業務の遂行に必要な研修を実施すること。特に防

災・危機管理等の利用者の安全の確保については、十分に職員を指導し、訓練すること。

エ 指定管理者は、管理業務の実施において事故（人身事故、施設等の破損事故等をい

う。）が生じたときは、直ちに市に報告し、その処理方法について市と協議しなければ

ならない。

オ 指定管理者は、管理業務の実施において生じた職員の災害について、すべての責任

を持つこととし、理由のいかんを問わず、市は何らの責任を負わないものとする。

カ 指定管理者及びその職員は、管理業務の実施において知り得た市の行政上の事項及

び管理業務の実施に関する事項を第三者に漏らしてはならない。指定の終了後も、同様

とする。

(５) 指定管理者が行う自主事業

指定管理者が自主事業（指定管理者自らの費用と責任で自主的に行う事業で、管理

業務でないもの。）を実施する場合は、次に掲げる要件を遵守するとともに、あらかじ
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めその内容を提案し、承認を得た上で、実施するものとする。

ア 本施設の設置目的に合致し、本施設の利用促進又は利用者のサービス向上につな

がること。

イ 指定管理者が事業の実施及び運営主体になっていること。

ウ 自主事業は原則として指定管理料により実施するものではなく、指定管理者の費

用負担で実施するものであること。

エ 自主事業の内容が管理業務に支障をきたすものでないと認められること。

オ 事業実施後の指定管理者による原状復帰が可能であること。

カ 第三者に損害を与えた場合の損害賠償など、事業の実施に伴う責任を指定管理者

が負うものであること。

(６) 賠償責任及び各種保険への加入

ア 本施設は、市が全国市有物件災害共済及び全国町村会総合賠償補償保険に加入す

る。

イ 指定管理者及びその職員の故意又は過失により発生した損害について、市が第三

者に対して賠償した場合、市は指定管理者へその賠償について請求するものとする。

ウ 指定管理者の責めに帰すべき理由により市が損害を受けたときは、その賠償につ

いて請求するものとする。

エ 上記のほか、管理業務を行うに当たって、利用者、第三者又は市が損害を被った場

合は、市が責を負うべき場合を除き、指定管理者の責任において賠償すること。

オ 地方自治法第２２４条の２第１１項に基づき指定の取り消しを行った場合、市に

生じた損害について、指定管理者に損害賠償請求を行う。

カ 指定管理者は上記のリスク等に備えて対応できるような賠償力を確保するため、

任意の賠償保険等に加入すること。

(７) その他の事項

ア 市は、本施設にあらかじめ備え付けられた備品（市の所有に係るものに限る。）を、

指定管理者に無償で使用させる。なお、指定管理者が所有する備品を備え付けよう

とする場合は、あらかじめ市に報告し、同意を得なければならない。

イ 指定管理者は、管理業務に係る経費及び収入を法人又は団体の実施する他の事業

に関する収入及び支出と完全に区分し、独立した口座で管理し、経理を明確にしな

ければならない。

ウ 指定管理者は、吉野川市の公の施設に係る指定管理者の指定手続きに関する条例

（平成１６年条例第７２号。以下「手続条例」という。）第８条及び同条例施行規則

第４条の規定に基づき、毎年度事業報告書を作成し、市長に提出すること。

エ 指定管理者が行う管理業務の全部の処理を第三者に請け負わせ、又は 委託して

はならない。ただし、市長が認める一部の業務については、この限りでない。

２ 指定管理業務の範囲
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管理業務においては、指定管理者が以下に示す業務を行うことを指定管理業務の範囲と

する。なお、詳細については「吉野川市コワーキング・シェアオフィス及び吉野川市ポケッ

トパーク業務仕様書」に示す。

(１) コワーキング・シェアオフィス管理及び運営業務

ア 施設利用受付業務

イ 清掃業務

ウ 利用料金徴収業務

エ ドリンクディスペンサー管理業務

(２) コワーキング・シェアオフィス設置目的推進業務

ア 地域連携事業

イ シェアオフィス誘致業務

ウ 広報業務

(３) ポケットパーク管理業務

ア 利用申請受付業務

イ 清掃業務

ウ 植栽等管理業務

エ 利用料金徴収業務

(４) ポケットパーク設置目的推進業務

ア 賑わい創出事業

イ 中心市街地誘致サポート業務

ウ 広報業務

(５) その他施設の管理業務のうち、市長のみの権限に属する事務を除くもの

ア 管理業務を実施するために必要な体制の整備

イ 個人情報の保護に関する措置

ウ 防災・危機管理等の利用者の安全の確保に関する措置

エ 事業報告書の作成及び提出

オ セルフモニタリング（自己評価等）の実施

カ その他管理業務に関する庶務、経理等の事務

３ 関係法令等の遵守

本施設の管理業務を行うに当たっては、次の関係法令等を遵守すること。

(１) 地方自治法ほか行政関連法規

(２) 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関連法規

(３) 吉野川市公の施設に係る指定管理者の指定手続に関する条例

(４) 吉野川市公の施設に係る指定管理者の指定手続に関する条例施行規則

(５) 吉野川市民プラザ条例

(６) 吉野川市コワーキングシェア・オフィス管理運営規則
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(７) 吉野川市ポケットパーク管理運営規則

(８) 吉野川市個人情報保護法施行条例

(９) 吉野川市個人情報保護法等施行規則

(10) 吉野川市情報公開条例

(11) 吉野川市情報公開条例施行規則

(12) 吉野川市行政手続条例

(13) 吉野川市行政手続条例施行規則

(14) 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

(15) その他本施設を管理運営するための業務に関連する全ての法令等

４ 吉野川市民プラザ内の構成施設を管理運営している団体との連携等

吉野川市民プラザ内の構成施設を管理運営している団体「吉野川市アリーナ」「吉野川市

民センター」「吉野川市立鴨島図書館」「子育て支援センター」や行政財産目的外使用の許可

を受けた団体と連携を図り、本施設の設置目的を最大限に発揮できるように管理運営を行

うこと。また、吉野川市民プラザの指定管理者が実施する清掃業務・保守点検業務等の円滑

な実施のため必要な協力を行うこと。

５ 指定期間前の事前準備業務等

指定管理者は、業務が円滑かつ適正に始められるよう、指定期間の開始前に市と協議を

十分行うこと。

第４ 管理業務に必要な経費等

１ 算出方法

指定管理料は、本施設の管理業務に要する経費から本施設の運営収入見込額を差し引い

て募集時に提案された金額に基づき、市と指定管理者が締結する協定書によって定める。

２ 上限額

指定期間の指定管理料の年間の上限額は、６，３００，０００円（税込）とする。上限額

を超えて提案を行った場合は、失格となる。

なお、この上限額については、吉野川市議会の議決により予算の否決又は減額となった場

合は、契約の締結を行わない又は減額を行う場合がある。

３ 指定管理料の支払い

指定管理料の支払時期、支払方法等については、毎年度の業務を開始するまでに、市と指

定管理者が協議し、年度協定書に定める。

４ 指定管理料等の精算

管理業務を適正に遂行した上で、指定管理者の経営努力によって生じた剰余金について

は、原則として、指定管理料に含まれる備品購入費１００千円（税込）及び修繕に要する経

費（修繕費）１００千円（税込）を除き、精算による返還を求めない。

また、管理業務に要した経費に対して、指定管理料が不足した場合も、特別な事由がない
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限りは、補填は行わない。

ただし、想定の範囲内を超える原材料費の高騰や災害等による大規模な損害等が発生し

た場合は、協議の上対応を決定するものとする。

５ 施設の利用料金

(１) 本施設の利用料金は、地方自治法第２４４条の２第８項及び市民プラザ条例第１９

条第１項第４号の規定に基づき「利用料金制」を採用し、利用者が支払う利用料金は指定

管理者の収入とする。

(２) 利用料金の額は、市民プラザ条例別表３及び別表４に定める金額の範囲内で、市の承

認を得て、指定管理者が定めることとする。

(３) 指定管理者は、市民プラザ条例第１３条の規定に基づき、利用料金の減額又は免除を

行うことができるものとする。

６ 利用料金の還付

指定管理者は、既納の利用料金を還付しないものとする。ただし、市民プラザ条例第１４

条の規定に該当する場合には、その全部又は一部を還付することができるものとする。

７ 自主事業収入

指定管理者が市の承認を得て実施する自主事業に係る収入は、指定管理者の収入とする

ことができる。

８ 指定管理者が負担する経費

指定管理者が行わなければならない管理運営等に伴う人件費（職員の給与、賃金、社会保

険料等の費用）、消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕費、通信運搬費、保険料、使用料、

賃借料等の経費が含まれる。

９ コワーキング・シェアオフィスの光熱水費の取り扱い

吉野川市民プラザにおける光熱水費は、施設内にある事務所毎に分別できない構造とな

っている。そこで各事業所から請求のあった電気代、水道代から分別可能な負担額を除いた

額を、延べ床面積按分により負担額算定し、算定された光熱水費について吉野川市民プラザ

の指定管理者に支払い、事務所毎の光熱水費を取りまとめた吉野川市民プラザの指定管理

者が、吉野川市民プラザ全体として一括して光熱水費を各事業所に支払う方式とする。

10 吉野川市ポケットパークの光熱水費の取り扱い

吉野川市ポケットパークにおける光熱水費は、吉野川市民プラザにおける光熱水費と分

別が可能であるため、指定管理者が直接、各事業者に支払う方式とする。

11 市が設置する自動販売機

吉野川市ポケットパークに設置する自動販売機については、市と設置事業者で行政財産

の賃貸借契約を締結しているため、土地の貸付料及び貸付に伴い必要となる電気代は、市の

収入となる。

12 自主事業に係る経費

自主事業の実施に必要な費用は、指定管理者が施設等を利用する際に支払わなければな
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らない料金、市に支払う行政財産（目的外）使用料等も含まれる。また、自主事業を実施す

る場合の施設の使用に係る利用料金については、自主事業から得られる収入及び指定管理

者の負担により支払うものとし、指定管理者の利用料金収入に計上するものとする。

13 経理と管理口座

経理と管理口座については、次のとおり管理するものとする。

(１) 会計の独立

指定管理者としての会計は、指定管理者となった法人その他の団体それ自体の会計と

は分離、独立させること。また、指定管理者の管理業務と自主事業についても、それぞれ

独立して管理するものとする。

(２) 口座の独立

指定管理者の管理業務に関する経費及び収入は、指定管理者の管理業務以外の業務に

係るものと区分して経理すること。

第５ 指定の期間

令和７年４月１日から令和９年３月３１日までの２年間

第６ 応募資格

法人その他の団体（個人での申請は不可。）又は共同企業体であって、次のすべての条件を

満たすものとする。

１ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に定める更生手続及び民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に定める再生手続きを行っていないこと。

２ 法人等の役員に破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁錮以上の刑に処されて

いる者がいないこと。

３ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定（一般競争入札の参

加者の資格）に該当しないこと。

４ 市から指名停止処分を受けていないこと。

５ 市又はその他の地方公共団体から、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指

定の取り消しを受けていないこと。

６ 国税、都道府県税、市町村税を滞納していないこと。

７ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団又はその利益となる活動を行っている団体（以下「暴力団」）という。）で

はないこと。

８ 団体等の役員又は経営に事実上参加している者に、暴力団等の構成員又は暴力団等の関

係者と密接な関係を有する者がいないこと。

９ 地方自治法第９２条の２、同法第１４２条(同条を準用する場合を含む。)又は第１８０条

の５第６項の規定に抵触しないこと。
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10 労働基準監督署から是正勧告を受けた者がいないこと（仮に受けている場合には、必要な

措置の実施について労働基準監督署に報告済みであること。）。

11 財務状況に著しい悪化が生じており、指定期間中の管理運営が困難となるおそれがない

こと。

※グループによる応募については、グループの名称を設定し、代表団体を定めること。

※グループの構成団体は、単独での応募や他のグループでの応募はできない。

第７ 応募の方法

指定管理者に応募しようとする者は、次により指定申請書その他の書類（以下「応募書類」

という。）を市長に提出すること。

１ 受付期間

令和６年９月２日（月）から９月３０日（月）まで

（土・日・祝日を除く、午前９時から午後５時まで）

２ 応募書類の提出方法

応募書類の提出方法は、吉野川市商工観光課に持参すること。

３ 応募書類

提出する応募書類は、次のとおりとする。

(１) 指定管理者指定申請書（様式第１号）

(２) 事業計画書（様式第２号）

(３) 収支計画書（様式第３号）

(４) 指定管理料見積書（様式第４号）

(５) 申立書（様式第５号）

(６) 定款又は寄附行為の写し（最新のもの、法人以外の団体についてはこれに類するもの

（団体の規約など）。）

(７) 登記事項全部証明書（申込日前３か月以内に発行されたもの。法人以外の団体につい

ては不要。）

(８) 直近３か年事業年度（設立３か年未満の法人等については、この限りではない。）の

貸借対照表、損益計算書及び財産目録の写し（法人以外の団体にあっては市長が必要と

認めるもの。）

(９) 納税証明書

ア 法人税と消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３）【所轄税務署で発行】

イ 事業所、都民税及び道府県民税の納税証明書（すべてに未納がないことの証明）

ａ 本社が徳島県内にある場合【徳島県東部県民局、南部総合県民局、西部総合県民局

で発行】

ｂ 本社が徳島県外である場合【各都道府県で発行】

※市税の納付状況の調査については、法人が吉野川市に納付義務がある場合は、吉野川
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市が提案者の市税の納付状況を調査する。

(１０) グループ構成団体一覧表

※グループによる申請の場合は提出すること。

※代表団体及び構成団体ごとに、(５)～(９)の書類を提出すること。

(１１) その他関係書類

※提出書類の(６)～(９)については、原本１部のみ提出すること。

※吉野川市物品の購入等の契約に係る指名競争入札参加者資格を有する者は、提出書

類(７)～(９)を省略可。

４ 応募書類の提出部数

正本１部及び副本６部（そのうち１部は製本をしないもの）を提出すること。副本は、正

本の複写で差し支えない。

５ 応募説明会の開催

(１) 開催日時 令和６年８月２３日（金） 午後２時３０分から

(２) 開催場所 吉野川市役所 東館３階 ２３３会議室

(３) 申込方法 令和６年８月２０日（火）までに、吉野川市商工観光課に「指定管理者応

募説明会参加申込書」を提出すること。その際、法人等の名称、代表者及び参加希望者名

を明示すること。

６ 応募に当たっての留意事項

(１) 応募書類のほかに、必要に応じて、追加資料の提出を依頼することがある。

(２) 応募書類及び追加資料は返却しない。

(３) 応募書類及び追加資料は、吉野川市情報公開条例に基づき、公開することがある。

(４) 受付期間の終了後における応募書類及び追加資料の再提出又は差替えは、認めない。

(５) 応募書類及び追加資料の作成並びに提出に要する費用は、すべて応募する法人等の

負担とする。

(６) 市が提供する資料は、応募に関わる検討以外の目的で使用することを禁じる。

(７) 応募書類の提出後に辞退する場合は、市が指定する辞退届を提出すること。

７ 指定管理者募集スケジュール

日 程 内 容

令和６年８月１３日(火) 募集要項配布開始

８月１３日(火)～８月２０日(火) 応募説明会の参加申込みの受付

８月２３日(金) 応募説明会の開催

８月２３日(金)～８月３０日(金) 募集要項に係る質問の受付

９月 ２日(月) 募集要項に係る質問の回答

９月 ２日(月)～９月３０日(月) 応募書類の受付

１０月中旬～下旬 指定管理候補者の選定・結果の通知

１２月下旬 指定管理者の指定（議会の議決）
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第８ 指定管理者の候補者の選定

１ 選定委員会の設置

指定管理候補者の選定に当たっては、公正な審査を行うため、手続条例及び同条例施行規

則に基づく「吉野川市産業経済部公の施設の指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」と

いう。）」を設置する。

２ 選定委員による審査及び選定

指定管理者の候補者の選定は、手続条例及び同条例施行規則に基づき、事業計画書等応募

書類の内容によりプレゼンテーションを行い、評価基準に照らし、総合的に評価し実施する。

市は、選定委員会での審査の結果をもとに、指定管理者の候補者及び次点候補者となる団

体の選定を行う。

候補者は、市との協議が整った後、議会の議決を経て、指定管理者として正式に指定され

る。なお、候補者が指定管理者として管理運営を行うことが困難となる事情が生じた場合は、

原則として、市は次点候補者と協議を行い、当該次点候補者を候補者とすることができるも

のとする。

３ 選定結果の通知及び公表

選定結果は、応募団体に対して速やかに郵送にて通知するとともに、市ホームページへの

掲載等により公表する。

第９ 協定の締結

議会における議決を経た後、市と指定管理者の協議により、本施設の管理運営に関して協定

を締結する。なお、協定書は、全指定管理期間を通して効力を有する「基本協定書」と、年度

ごとに締結する「年度協定書」を作成する。

１ 基本協定書

(１) 業務範囲に関する事項

(２) 指定管理料に関する事項

(３) 協定期間に関する事項

(４) 個人情報の保護に関する事項

(５) 情報公開に関する事項

(６) 事業報告に関する事項

(７) 管理業務の調査に関する事項

(８) 財産管理に関する事項

(９) 指定の取消に関する事項

(10) 危険負担に関する事項

(11) 原状回復義務に関する事項

令和７年１月～３月 協定締結協議、業務事前準備

４月１日 協定締結、指定管理業務開始
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(12) 権利譲渡の禁止に関する事項

(13) 指定期間満了後の引継ぎに関する事項

(14) その他市が必要と認める管理業務に関する事項

２ 年度協定書

(１) 管理業務の内容に関する事項

(２) 指定管理料の額及び支払い時期に関する事項

(３) その他市が必要と認める管理業務に関する事項

第１０ 問い合わせ先及び応募書類の提出先

〒７７６－８６１１ 徳島県吉野川市鴨島町鴨島１１５番地１

吉野川市 産業経済部 商工観光課

TEL：０８８３－２２－２２２６

FAX：０８８３－２２－２２３７

E-mail：shoukoukankou@yoshinogawa.i-tokushima.jp

第１１ 添付資料

１ 指定管理者指定申請書

２ 事業計画書

３ 収支計画書

４ 申立書

５ その他関係書類


